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令和６年度１１月補正予算（第１次追加提案分）の概要 

令和６年１２月１２日 

１ 予算規模（一般会計） ※鳥取県緊急経済対策 

   補正額   ３７，０１４百万円  （１１月補正総額 ４０，８３５百万円） 

補正後  ４１１，５７７百万円 

補正前  ３７４，５６３百万円 

財 源  国庫支出金 １８，８８５百万円、県債 １１，０５８百万円 

地方交付税   ６，６００百万円 など 

２ 主な内容 

 石破新政権において、「日本経済・地方経済の成長」「物価高の克服」「国民の安心・安全の確保」

の３つの柱で構成された事業規模３９兆円程度の「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総

合経済対策」が決定された。 

 本県として、この経済対策の裏付けとなる国補正予算を最大限活用しながら、「鳥取県緊急経済

対策」を編成し、緊急かつ機動的に対応する。 

まず、低所得者等を対象とした灯油代を含む光熱費支援、ＬＰガス・特別高圧電力料金高騰分

支援に加え、交通事業者、医療・社会福祉・保育施設、子ども食堂、農林水産業など幅広い事業

者を対象とした物価高騰支援を行うとともに、為替相場変動緊急対策資金の融資枠拡大・延長な

ど、足元の物価高への対策を講じる。 

また、賃上げを伴う設備投資支援や県内中小企業の投資促進に加え、国立公園や自然公園内施

設の改修、県産乳製品加工施設の整備支援、保育士の処遇改善、高等学校のＤＸ推進といった賃

上げ環境の整備など活力あるふるさとづくりを進める。 

さらに、社会福祉施設整備に対する支援、障がい・介護分野へのＩＣＴ導入支援、県立特別支

援学校の環境整備、ため池等の農地防災対策、地域高規格道路の整備進捗等に加え、北条道路（は

わいＩＣ～北条ＩＣ）の整備に合わせた「はわいバイパス（はわいＩＣへのアクセス道路）」の令

和８年度供用開始に向けた整備加速など、安心・安全の地域づくりを行う。 

なお、今回の補正額は、本県の経済対策としては過去最大の規模となる。 

３ 主な事業 

（１）足元の物価高への対策（計１，９４２，５８６千円） 

・灯油代等家計負担激変緩和対策事業 ……………………………………… １００，０００千円 

  物価高騰の影響により、家計に大きな影響が及ぶと考えられる低所得者や多子世帯、児童扶

養手当受給世帯等に対して、市町村と協調して灯油代を含めた光熱費支援を行う。 

（孤独・孤立対策課） 

・県立特別支援学校給食費等負担軽減事業 ……………………………………… ３，５００千円 

  物価高騰の影響を受けている保護者の負担軽減を図るため、県立特別支援学校の学校給食費、

寄宿舎食費の増額分に対して支援する。                  （体育保健課） 
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・ＬＰガス料金高騰対策支援事業 …………………………………………… １９２，５００千円 

  国の支援制度の対象外となっているＬＰガス契約者の負担軽減を図るため、定額制による利

用料金の軽減支援を行う。                     （脱炭素社会推進課） 

・特別高圧電力料金高騰対策支援事業 ……………………………………… １５０，０００千円 

  国の支援制度の対象外となっている電力の特別高圧契約利用事業者（県内中小事業者等）の

負担軽減を図るため、電気代高騰分に対して支援する。           （企業支援課） 

・交通事業者物価高騰対策支援事業 …………………………………………… ３４，０００千円 

  物価高騰等の影響により厳しい経営環境におかれている地域交通事業者の事業継続を図る

ため、バス・タクシーの車両維持に要する費用や第三セクター鉄道の動力費等の高騰分に対し

て支援する。                              （交通政策課） 

・医療・社会福祉・保育施設等物価高騰対策支援事業 …………………… ６５６，０００千円 

     収入が公定価格で決まっているなど、物価の高騰分を価格転嫁できない医療機関、社会福祉

施設、保育施設等の光熱費、食材費の高騰分に対して支援する。       （医療政策課） 

・子ども食堂運営費高騰対策支援事業 …………………………………………… ５，１００千円 

  物価高騰の影響を受けているこどもの居場所（子ども食堂）の事業継続を図るため、光熱水

費や食材費の増加により上昇した運営費に対して支援する。         （家庭支援課） 

・私立学校等物価高騰対策支援事業 ……………………………………………… ７，７００千円 

  長期化する物価高騰の状況においても生徒の学習環境を確保するため、私立中学・高等学

校・各種学校・フリースクールの光熱費等の高騰分に対して支援する。  （総合教育推進課） 

・公衆浴場原油価格高騰対策事業 ………………………………………………… １，０３１千円 

  物価統制令により入浴料金の指定を受け、原油価格高騰の影響を強く受けている一般公衆浴

場の経営改善を図るため、燃料費及び電気料金の高騰分に対して市町村と協調して支援する。 

（くらしの安心推進課） 

・クリーニング業燃料費高騰対策事業 …………………………………………… １，６３５千円 

  経費に占める燃料費の割合が他業種に比べて高く、燃料費高騰の影響を強く受けているクリ

ーニング業者の経営改善を図るため、燃料費の高騰分に対して支援する。 

（くらしの安心推進課） 

・為替相場急変緊急対策特別金融支援事業 ………… ３，５５５千円（※融資枠３０億円追加） 

  昨今の為替相場の急変による県内事業者への影響が当面の間懸念されるため、地域経済変動

対策資金（為替相場急変緊急対策枠）の融資枠の拡大と本年度末までの受付期間の延長を行う

とともに、市町村と協調した実質無利子化を実施する。           （企業支援課） 

・運輸燃料・資材高騰に伴う物流の輸送能力安定化事業 …………………… １３，５００千円 

     物価高騰の厳しい状況下における「物流の２０２４年問題」の解決を図るため、県内運送事

業者の輸送能力向上や省エネルギー化を支援する。             （通商物流課） 
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   ・農業収入保険負担軽減緊急支援事業 ………………………………………… １３，３６０千円 

     肥料等農業生産資材の高騰等による農業経営を取り巻く環境が厳しい現状の中、収入減少に

対応できるセーフティネットである収入保険制度への加入促進を図るため、県内農業者が保険

加入する際の保険料を支援する。                   （農林水産政策課） 

・原油高対応省エネ農業機械・施設等導入支援事業 ………………………… ５５，０００千円 

  原油高騰等の影響を受ける農業者を支援するため、経営改善に向けた省エネルギー機械・設

備等の導入支援に対して支援する。                  （農林水産政策課） 

・肥料価格高騰対策事業 …………………………………………………………… ５，０００千円 

  肥料価格高騰による農業経営の影響を緩和するとともに、化学肥料使用料の削減を図るため、

地域資源を活用した肥料（堆肥等）を利用する際に掛かり増しとなる運搬・散布経費に対して

支援する。                               （生産振興課） 

   ・畜産経営緊急救済事業 ………………………………………………………… ９２，５７４千円 

     飼料高騰の影響が畜産農家の経営を圧迫しているため、飼料高騰に係る国の対策や乳価値上

げでもなお負担が増加している酪農家に加え、同様に他の補填制度が十分ではなく価格転嫁が

困難な養鶏農家や肉牛・養豚農家等に対して支援する。           （畜産振興課） 

   ・鳥取和子牛市場向上緊急対策事業 …………………………………………… ４８，０２６千円 

     飼料価格の高騰に加え、和子牛価格が下落していることを受け、本県の和子牛繁殖農家の維

持・発展を図るため、国の対策を講じてもなお発生する農家負担に対する緊急支援に加え、肥

育農家に対して発育基準を満たした新規県有種雄牛産子の導入を支援するとともに、県内繁殖

農家に対してその産子のセリ上場時における県外種雄牛産子との価格差補填を行う。 

（畜産振興課） 

・省エネ林業機械等導入支援事業 ……………………………………………… ４７，７５０千円 

  燃油高騰による経営への影響を軽減するための伐木搬出作業におけるコスト削減に向け、林

業事業体等による省エネルギー機械整備等に対して支援する。    （県産材・林産振興課） 

・特用林産生産資材価格高騰支援事業 …………………………………………… ５，１００千円 

     資材価格高騰等の影響を受けるきのこ生産者の経営改善を図るため、生産資材の高騰分に対

して支援する。                         （県産材・林産振興課） 

・漁業者物価高騰対策事業（がんばる漁業者支援事業） ……………………… ７，２５５千円 

  燃油価格高騰等に伴う漁業経費の増加により、沿岸漁業者等の経営状況が悪化しているため、

省エネ機関等の漁船用機器購入を支援する。                （水産振興課） 

・物価高騰緊急対応調整費 …………………………………………………… ５００，０００千円 

  長引く物価高騰に対応して実施する生活者・事業者支援等について予算枠が不足する際など、

緊急的に対応するための枠予算を増額する。                  （財政課） 
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（２）賃上げ環境の整備など活力あるふるさとづくり（計１１，９０５，１６２千円） 

※主な事業は次のとおり 

・賃上げ・価格適正化総合対策事業 …………………………………… １，３０６，０００千円 

  為替相場の急変など厳しい経済情勢が続いている一方、最低賃金の大幅な改定の動きや慢性

的な人手不足などにより継続的な賃上げの必要性が生じていることを踏まえ、パートナーシッ

プ構築宣言（取引環境の改善に向けた行動宣言）を行い賃上げを進める事業者に対し、経営力

向上に直接資する設備投資や人材育成等への支援を延長する。        （企業支援課） 

   ・産業未来共創事業 ……………………………………………………… ３，４００，０００千円 

（Ｒ７～８債務負担行為 １００，０００千円） 

     鳥取県産業未来共創条例に基づき、県内中小企業の持続的発展に向けた取組を支援するため、

産業未来共創補助金を交付するとともに、産業振興等の施策に充てることを目的として産業未

来共創基金に所要額を積み立てる。                    （立地戦略課） 

・境港利用促進事業 ……………………………………………………………… １０，０００千円 

  「物流の２０２４年問題」への対応が本格化し、最寄りの港を活用した輸出入が推進される

機会を捉え、他港利用に切替えている荷主を境港に呼び戻し、取扱貨物量の維持を図るため、

境港貿易振興会が行う荷主企業向けの境港利用助成制度への支援を増額する。 （通商物流課） 

・国立公園満喫プロジェクト等推進事業 …………………………………… ２７０，０００千円 

  大山隠岐国立公園内施設を国内外の観光客誘致につながる魅力あるものとするため、大山夏

山登山道の改修工事を実施する。                     （自然共生課） 

・自然公園等魅力向上事業 ……………………………………………………… ２５，２０６千円 

  優れた自然の風景地の利用を促進するとともに、安全で快適な自然公園等の利用を確保する

ため、中国自然歩道（智頭町芦津）歩道改修工事等を実施する。       （自然共生課） 

・産地生産基盤パワーアップ事業 ……………………………………………… ９７，１０６千円 

  園芸産地等を加速的かつ戦略的に強化するため、農業団体等が行う施設整備、農業機械等の

リース導入及び生産資材の導入等に対して支援する。            （生産振興課） 

・鳥取型低コストハウスによる施設園芸等推進事業 ……………………… １４７，８９７千円 

  高収益な野菜・花き・果樹等のハウス栽培品目の生産を拡大し、県内園芸産地の活力増進を

図るため、鳥取型低コストハウスの導入に対して支援する。         （生産振興課） 

・ハウス強靭化による施設園芸加速化対策事業 ………………………………… ８，９９０千円 

  農業用ハウスの強靭化を図るため、複数農業者による事業継続計画（ＢＣＰ）に沿って行う

ハウスの補強や防風ネット設置等の気象災害防止対策を支援する。      （生産振興課） 

・県産乳製品加工施設生産強化支援事業 ……………………………… ２，８２４，８３４千円 

  酪農家が安心して生乳生産できる体制を目指すため、農業団体による乳製品加工施設の整備

に対して支援する。                           （畜産振興課） 

・木材産業国際競争力強化対策事業 ………………………………………… ４１４，３５２千円 

  県内森林資源を有効に活用し、県産材の供給力強化や県産材への転換等を図るため、木材加

工業者が実施する木材加工流通施設の整備に対する支援等を行う。  （県産材・林産振興課） 
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・子どものための教育・保育給付費県負担金 ……………………………… ２９４，４７９千円 

  人事院勧告に準じた保育士・幼稚園教諭等の公定価格の引上げによる処遇改善に係る県負担

分を措置する。                            （子育て王国課） 

・ＩＣＴ環境整備事業 ……………………………………………………………… ７，７００千円 

     １人１台の学習端末の日常的な利活用におけるインターネット環境の改善を図るため、県立

学校の通信ネットワーク環境の調査を行う。               （教育センター） 

・鳥取県義務教育諸学校教育情報化推進基金造成事業 …………………… ６６５，３３９千円 

  ＧＩＧＡスクール構想で整備した小中学生１人１台の学習端末の計画的な更新を図るため、

鳥取県義務教育諸学校教育情報化推進基金に所要額を積み立てる。     （教育センター） 

・高等学校ＤＸ加速化推進事業 ………………………………………………… ７６，０００千円 

  デジタル人材育成の抜本強化を図るため、高等学校段階におけるＩＣＴを活用した探求的・

文理横断的・実践的な学びを実施する拠点（ＤＸハイスクール）を整備する。（教育センター） 

・臨時財政対策債償還基金費 …………………………………………… ２，１００，０００千円 

  国の補正予算において、令和７年度及び令和８年度における臨時財政対策債の元利償還金の

財源の一部として、普通交付税に「臨時財政対策債償還基金費」が追加算定されるため、基金

に積み立てる。                               （財政課） 
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（３）安心・安全の地域づくり（計２３，１６６，７２１千円） 

※主な事業は次のとおり 

・鳥取県社会福祉施設等施設整備事業 ……………………………………… １４１，７７４千円 

  県内の障がい福祉における社会資源の整備を図り、障がい者のサービス利用環境の向上を目

指すため、社会福祉法人等が実施する施設整備等に対して支援する。    （障がい福祉課） 

・鳥取県障がい福祉分野におけるロボット・IＣＴ導入支援事業 ………… １５，０００千円 

  障がい福祉分野の負担軽減等を図り、働きやすい職場環境の整備を推進するため、障害福祉

サービス等の移乗介護、移動支援、排せつ支援、見守り等のロボット（補助機械）の導入等に

対して支援する。                           （障がい福祉課） 

・介護サービス事業者の生産性向上や協働化等を通じた職場環境改善事業 ５９４，６４５千円 

  介護サービスの需要が高まる一方、介護人材の確保が喫緊の課題となっている現状を踏まえ、

職員の負担軽減や業務効率化を推進し、介護現場の生産性向上による職場環境の改善を図るた

め、介護事業所における介護ロボット、ＩＣＴの導入等を支援する。     （長寿社会課） 

・電子処方箋の活用・普及促進事業 …………………………………………… ６８，０５８千円 

  現在紙で行われている処方箋の運用を電子で実施することで処方箋の紛失や重複投与など

を防ぐため、県内の医療機関及び薬局による電子処方箋の導入を支援する。  （医療政策課） 

・特別支援学校環境整備事業 ………………………………………………… ２９１，５６４千円 

  障がいや疾病のある児童・生徒が安心して学べる学習環境を確保するため、県立特別支援学

校における空調の長寿命化改修やトイレの洋式化工事等を実施する。     （教育環境課） 

・農地防災事業（公共事業） ………………………………………………… ６１８，４８５千円 

  農村地域の防災力の向上を図るため、ため池や頭首工などの土地改良施設の防災・減災対策

を実施する。                            （農地・水保全課） 

・造林事業（公共事業） ……………………………………………………… ６７３，３３５千円 

  国土の保全、水源のかん養などの森林が持っている多面的機能を発揮させるため、森林組合

等が実施する間伐、森林作業道の開設等の森林整備に対して支援する。 （森林づくり推進課） 

・花粉発生源対策促進事業（公共事業） …………………………………… ２５２，６５１千円 

  花粉発生源対策を促進するため、森林組合等が実施するスギ人工林の花粉対策品種・樹種へ

の転換を支援する。                        （森林づくり推進課） 

・特定漁港漁場整備事業（公共事業） ……………………………………… １３６，５００千円 

  境港高度衛生管理型市場整備の事業進捗を図るため、８号上屋の新築に伴う施設移転等を実

施する。                                （水産振興課） 

・地域高規格道路整備事業（公共事業） …………………………………… ５１０，０００千円 

  本県の産業活動等の骨格となる高速道路網の充実を図るとともに、災害に強い県内幹線道路

ネットワークを構築するため、北条湯原道路（倉吉関金道路、北条倉吉道路（延伸））、江府

三次道路（江府道路）などの地域高規格道路の整備を行う。         （道路建設課） 

※この補正予算を活用し、北条湯原道路（倉吉西ＩＣ～倉吉南ＩＣ）の令和７年３月供用開始

と北条道路（はわいＩＣ～北条ＩＣ）の整備に合わせた北条ＪＣＴの令和８年度供用開始を

確実にする。 
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・ＩＣアクセス道路整備事業（公共事業）……………………………… １，０５０，０００千円 

  北条道路（はわいＩＣ～北条ＩＣ）の整備に合わせた「はわいバイパス（はわいＩＣへのア

クセス道路）」の令和８年度供用開始に向けた整備を加速する。         （道路建設課） 

・通学路安全対策事業（公共事業） ………………………………………… ２０１，０００千円 

     警察、道路管理者、学校関係者合同で行った通学路安全合同点検により指摘された小中学校

の通学路の危険箇所において、歩道の整備等を実施する。          （道路企画課） 

・除雪事業（補助）（公共事業） …………………………………………… ３００，０００千円 

今冬の大雪予想を踏まえ、安心かつ安全な交通確保を図るため、県管理道路において、除雪、

消融雪装置管理、凍結防止剤散布等に要する経費を増額する。        （道路企画課） 

・大規模特定河川事業（公共事業） …………………………………… １，１２０，０００千円 

  河川の防災・減災、強靭化を図るため、計画高水流量に対して流下能力が低く、氾濫のおそ

れがある区間において、護岸整備や橋梁改築等の集中整備を行う。        （河川課） 

【参考】 

＜公共事業＞                          計 ２１，９３９，８９５千円 

  ・補助事業                           １９，４７８，９５６千円 

（農業集落排水、都市公園、農業農村整備、林道、造林、水産基盤、道路、街路、河川、海岸、

ダム、砂防、治山、港湾、漁港） 

  ・国直轄事業（道路、河川、海岸、砂防、港湾）           ２，４６０，９３９千円 

  （水環境保全課、まちづくり課、農地・水保全課、県産材・林産振興課、森林づくり推進課、水産

振興課、道路企画課、道路建設課、河川課、治山砂防課、港湾課） 


